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令和３年度 広島県障害者支援課 主要事業の概要 

 

 

 

 

 

 

■障害者支援課所管事業の予算額                   
   

令和２年度当初予算額 令和３年度当初予算額 増 減 額 

28,889,897 千円 32,740,295 千円 ＋3,850,398 千円 

 
 

■主要事業の概要 ※（ ）内は令和２年度当初予算額 

１ 障害への理解と協働による共生                                    

(1) 「あいサポートプロジェクト」実施事業（人材育成）  予算額：6,364千円（6,567千円） 

県民，企業・団体等に向けて，あいサポート研修を実施するとともに，企業・地域において

障害者への支援活動の推進役となる，あいサポートリーダーを養成し，障害の有無にかかわら

ず，誰もが暮らしやすい共生社会の実現を目指す。 

 

(2) 障害者差別解消法施行対応 

障害者差別解消法の施行（平成28年４月１日）に伴い，次の事業を実施する。 

 

ア 障害者差別解消支援地域協議会の運営  予算額：1,088千円（1,077千円） 

障害者差別解消支援地域協議会を広島県障害者自立支援協議会の専門部会として運営する 

とともに，関係団体や市町の取組への支援等に取り組む。 

 

イ 心のバリアフリー推進員設置事業  予算額：5,316千円（5,699千円） 

ヘルプマーク等，障害者に関するマークの普及のための広報啓発や，障害者差別解消法の普

及啓発・相談対応等により，県民の心のバリアフリーを推進する。 

 

(3) 障害者虐待防止・権利擁護推進事業  予算額：9,773千円（9,772千円） 

障害者虐待防止法に基づき，関係機関との連携協力体制の整備や人材の養成等，必要な措置

を講じることにより，障害者虐待の未然防止や早期発見，迅速な対応及びその後の適切な支援

の確保を図る。 

区   分 内     容 

広島県障害者権利擁護センター運営 虐待事案について，届出の受理や情報提供等を実施 

障害者虐待防止・権利擁護研修 市町，障害者福祉事業所等を対象とした研修 

 

「広島県障害者プラン」に基づき，「すべての県民が障害の有無にかかわらず，広島に生まれ，育ち，

住み，働いて良かったと心から思え，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」に向

けて，障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に実施するとともに，「第６

期広島県障害福祉計画・第２期広島県障害児福祉計画」に基づき，障害福祉サービス等の提供体制の整

備に努める。 

資料 ２ 
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 (4) 障害者情報アクセシビリティ向上事業【新規】  予算額：1,763千円 

   ICT で，日常的あるいは潜在的な課題を解決する手段の習得を目的としたセミナー実施による

支援者等の人材育成や，ICTに関する相談対応など，個々に適した支援を行う。 

 

２ 自立と社会参加の促進による共生                             

(1) 雇用・就労の促進 

ア 障害者経済的自立支援事業【一部新規】  予算額：38,551千円（35,530千円） 

障害者の経済的な自立を伴った地域生活への移行を推進する。 

区 分 内     容 

工 賃 向 上 

推 進 事 業 

○障害者就労支援事業所に対し，経営コンサルタント等を派遣し，事業所経営力等

の向上を図るとともに，製品企画及びプロモーションの実施を通じ，製品の認知度

向上及び付加価値づくりに取り組む。 

○県就労振興センターに統括ディレクターを配置し，受発注マッチング機能及びふ

れ愛プラザの運営強化を図る。 

○新型コロナウイルス感染症の影響による工賃の減少を抑えるために，共同受注窓

口の体制強化を図り，企業への営業や，市町への窓口活用の働きかけを行う。 

農業分野におけ

る新たな就労確

保 事 業 

○農福専門家を事業所へ派遣し，農産物生産量の増と新たな販路獲得を支援する。 

A 型事業所適正

化 事 業 

○就労継続支援Ａ型事業所の指定・取消において，専門家からの助言を受け，県の

審査体制の強化を図る。 

○事業所の収益力向上のため経営コンサルタントの派遣等の支援を行う。 

 

イ 障害者就業・生活支援センター運営事業  予算額：51,800千円（51,732千円） 

障害者に対し就業及びこれに伴う日常生活，社会生活上の支援を行い，障害者の就業生活の

自立を図る。  

区 分 内     容 

日常生活支援 

障害者等の一般就労や職場定着等に向けた生活上の相談に応じるとともに，助言

するなどの支援を行う。 

また，圏域毎に設置した圏域就労支援ネットワーク会議を運営し，ハローワーク

等の障害者就労支援機関との連携を推進する。 

就労移行支援 

一般就労に向けてのアセスメントや支援計画の作成を支援するとともに，利用す

る障害福祉サービス事業所等との連携による支援を一体的に行うための体制構築に

向けた取組を行う。 

 

ウ 障害者就労施設等が製作した製品等に対する優先発注等 

障害者優先調達推進法に基づき，障害者就労施設等が製作した製品等を優先的に発注すると

ともに，「広島県工賃向上に向けた取組（第３期）」に基づき，市町と連携して障害者の経済的

自立を支援する。 
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エ 関係機関による一体的な企業等支援（商工労働局と連携） 

障害者雇用の増加を目指し，平成26年度に作成した「障害者雇用ビジネスモデル」の推奨に

より，企業等の障害者雇用を促進する。 

 

(2) 社会参加の推進 

ア 視覚障害者情報センター運営委託費  予算額：35,335千円（32,937千円） 

視覚障害者の社会参加を推進するため，視覚障害者情報提供施設である当センターについて

指定管理者による運営を行う。 

※施設の主な機能：点字・録音図書等の製作・貸出，点訳・音訳・デイジー編集ボラン 

ティアの養成，点字教室・出前講習会等の普及・啓発事業の実施等 

 

イ 広島県聴覚障害者センター運営事業  予算額：25,851千円（23,963千円） 

聴覚障害者の情報・意思疎通支援の拠点施設として，指定管理者による運営を行う。 

※施設の主な機能：手話・字幕入りビデオ等の製作・貸出，相談対応，意思疎通支援者の 

 養成・派遣，交流行事の開催，聴覚障害者への各種情報提供等 

 

ウ 障害者芸術文化の推進  予算額：14,091千円（13,672千円） 

障害者芸術文化の普及啓発や芸術家の育成を図るため，セミナーやワークショップの開催等

により障害者の芸術文化活動を支援するとともに，「あいサポートアート展」や「あいサポー

トふれあいコンサート」を開催する。 

 

  エ 地域生活支援事業 

障害者が地域において自立した生活ができるよう，地域の実情や障害者の状況に即した事業

を展開する。 

(ｱ)県実施：障害者社会参加推進事業  [一部再掲]  予算額：50,321千円（53,078千円） 

区 分 内     容 

人 材 育 成 

○要約筆記者，盲ろう者通訳・介助員，失語症者向け意思疎通支援者等養成研修 

○盲ろう者向け通訳・介助員，失語症者向け意思疎通支援者の派遣事業 

○音声機能障害者発声訓練，指導者養成 等 

そ の 他 事 業 

○身体障害者補助犬の育成 

○障害者社会参加推進センターの運営 

○生活訓練事業（オストメイト社会適応訓練事業） 

○点字による即時情報ネットワーク 

○字幕入り映像ライブラリー 

○要約筆記者派遣ネットワーク 

○心のバリアフリー推進員設置 等 

 

(ｲ)市町実施：市町障害者地域生活支援事業  予算額：616,024千円（720,010千円） 

区 分 内     容 

必  須 

相談支援事業，成年後見制度利用支援事業，成年後見制度法人後見支援事業，意

思疎通支援事業，日常生活用具給付等事業，移動支援事業，地域活動支援センタ

ー機能強化事業，理解促進研修・啓発事業，自発的活動支援事業，手話奉仕員養

成研修事業 



4 

任  意 
福祉ホームの運営，訪問入浴サービス，生活訓練等，日中一時支援，レクリエー

ション活動等支援 等 

 

 

３ 保健・医療の充実                                   

(1) 障害者に対する医療サービスの充実 

ア 自立支援医療（更生医療・精神通院医療） 予算額：4,386,070千円（4,369,459千円） 

心身の障害状態の軽減を目的とした更生医療，精神通院医療を給付又は給付に係る経費の一

部を負担する。 

 

イ 重度心身障害児（者）医療費  予算額：4,021,589千円（4,048,398千円） 

重度心身障害児（者）の健康管理と保護者の経済的負担の解消を図るため，重度心身障害児

（者）医療費を負担する市町に対し助成する。 

 

  ウ 精神障害者地域包括ケア促進事業（通院医療費助成）【新規】 予算額：98,606千円 

    精神疾病や身体合併症の再発・重症化による再入院等の防止を図り，地域生活への移行・定

着を促進するため，外来診療や訪問看護によるケア等に係る通院医療費を負担する市町に対し

助成する。 

 

(2)  発達障害者支援体制の充実   予算額：89,211千円（92,005千円） 

ア 発達障害地域支援体制推進事業 

発達障害者支援センターに地域支援マネジャーを配置し，市町だけでなく，事業所，医療機 

関，学校等に対して指導，助言等を行い，地域における重層的な支援体制を構築する。 

また，市町，事業所，学校，医療機関等における人材育成に取り組むとともに，発達障害に 

係る普及啓発を行う。 

さらに，家族支援体制の整備を図るとともに，医療機関の役割分担と支援機関と医療機関と

の連携などの地域ネットワーク支援体制構築を行う。 

区 分 内     容 

地 域 支 援 体 制 地域支援マネジャー（２人）による市町，事業所，医療機関，学校等への支援 

人 材 育 成 

○教職員対象研修 

○早期発見・早期支援関係職員対象スキルアップ研修 

○支援者対象基礎研修 

○医師対象研修 

家 族 支 援 体 制 
○ペアレント・トレーニング実施者養成研修 

○地域ピアサポートコーディネーター研修，地域ピアサポート研修・検討会議 

発 達 障 害 の 

医 療 体 制 整 備 

○発達障害医療機関ネットワーク構築 

○医療機関初診前の事前アセスメント，相談や支援に関わる機関が連携できる地

域ネットワーク体制の構築 
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イ 発達障害者支援センター運営事業 

発達障害児（者）に対する支援を総合的に担う広島県発達障害者支援センターを運営する。 

※主たる業務：相談支援，発達支援，就労支援，機関連携・連絡調整，情報提供・研修 

 

  ウ 児童発達支援センター等機能強化事業 

    地域療育の拠点である児童発達支援センター等において，障害のある子供や障害の疑いの

ある子供への支援内容を検討し，医療機関等への適切な支援につなぐコーディネート体制を

確保する。 

    また，保育士等地域の子育て支援機関に対し，障害特性に応じた支援技術等に関する研修

等を実施する。 

 

(3)  医療的ケア児等在宅生活支援事業  予算額：5,339千円（13,627千円） 

       日常的に医療的ケアと医療機器が必要な医療的ケア児等に対する支援者のネットワーク構築

と人材育成を実施し，在宅の医療的ケア児等が安心して生活できる環境の実現に向けた支援を

行う。 

区 分 内     容 

医療的ケア児等支援

者のネットワーク構

築 

〇医療機関，障害福祉サービス事業所，医療的ケア児等コーディネーター等多職種

連携研修 

医療的ケア児等支援

者の人材育成 
〇医療的ケア児等に対応できる看護師及び介護従事者の育成研修 

 

(4) 医療型短期入所施設補助事業  予算額：2,482千円（5,095千円） 

     医療的ケアの必要な障害児（者）を在宅で介護する家族等を支援するため，受入施設が不足し 

ている尾三圏域及び備北圏域において，病床を活用した医療型短期入所事業を実施する医療機関

に対して，引き続き，未利用日数に対する収入相当額を補助し，短期入所の定員を確保する。 

   ・尾道市立市民病院（利用市町：尾道市，三原市，世羅町） 

   ・市立三次中央病院（利用市町：三次市，庄原市，安芸高田市，世羅町，尾道市） 

 

 (5)  県立医療型障害児入所施設整備事業  予算額：2,053,278千円（61,013千円） 

県立医療型障害児入所施設（わかば療育園，若草療育園，若草園）について，重症心身障害 

児（者）の在宅支援機能の強化及び療育環境の改善を図るため，移転・改修等を行う。 

区 分 内     容 

整 備 内 容 

○ 県立医療型障害児入所施設整備工事（工期：Ｒ２～Ｒ５） 

 ・ わかば療育園（東広島市八本松町） ：新築移転（東広島市西条町）工事 

 ・ 若草療育園（東広島市西条町）  ：改修工事 

 ・ 若草園（東広島市西条町）    ：改修工事 

 ・ 工事監理等 
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４ 地域生活の支援体制の構築                                     

(1) 障害福祉サービス等の充実 

ア 障害者介護サービス等給付事業   予算額：18,863,498千円（17,107,066千円） 

障害福祉サービス（介護給付費・訓練等給付費・障害児通所支援，障害者療養介護医療費，

補装具給付費）の提供に係る公費負担を行う。 

 

イ 障害者社会参加推進事業 [再掲]   予算額：50,321千円（53,078千円） 

 

ウ 児童福祉法関係事業  予算額：966,933千円（858,682千円） 

障害のある児童が，日常生活の指導や治療等を受けるために障害児入所施設等へ入所するた

めの費用の一部又は全部を負担する。 

 

区 分 内     容 

障害児入所給付費 障害児入所給付費，障害児入所医療費 

障害児施設措置費 障害児入所施設等への入所措置に係る費用 

 

エ 障害福祉サービス事業所等整備費補助金      予算額：182,962千円（203,730千円） 

        ※前年度からの繰越額を含む場合   予算額：188,984千円（252,330千円） 

社会福祉法人等が設置する障害福祉サービス事業所等の整備に要する経費を助成する。 

年度区分 施設種別 箇所数 整備区分 

令和元年度分 

（繰越（補正）分） 
障害福祉サービス事業所 １か所 創設 

令和２年度分 

（繰越（補正）分） 
障害福祉サービス等の非常用自家発電設備 １か所 設置 

令 和 ３ 年 度 分  

障害福祉サービス事業所 ３か所 
創設 

増築 

障害者支援施設 ３か所 修繕 

計  ８か所  

 

(2)  障害者地域生活支援体制推進事業  [一部再掲]   予算額：25,619千円（28,333千円） 

市町における相談支援体制や地域生活支援システム整備に向けた取組を支援するとともに，

相談支援事業者等の人材育成の強化に取り組み，各地域における支援ネットワークの形成など，

地域生活支援体制の整備を図る。 

また，医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成する「医療的ケア児等コーデ

ィネーター養成研修」を実施するとともに，医療的ケア児等の支援に関する各分野の関係機関

等による協議の場で協議を行う。 

 

(3) 精神障害者地域生活支援事業  予算額：4,025千円（3,769千円） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて，精神障害を有する当事者とし 
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ての立場で，長期入院患者の退院意欲の喚起や，退院することへの不安の軽減，地域生活移行後

の支援等を担うピアサポーターを養成し，精神障害者が住み慣れた地域で安心して暮らせる環境

を整備する。 

 

(4) 防災と福祉の連携による個別計画策定促進事業【新規】  予算額：7,442千円 

災害時に自ら避難することが困難な障害者，高齢者等（避難行動要支援者）に対し，福祉専

門職（介護支援専門員，相談支援専門員）と地域住民（民生・児童委員，自主防災組織等）が

協同して実効性のある個別避難計画を策定することで，平時・災害時の切れ目のない包括的な

支援体制を構築する。 

 

５ 新型コロナウイルス感染症に係る事業                             

(1)  介護施設等職員感染症拡大防止事業  予算額：1,300,525千円（介護分含む） 

  重症化しやすい高齢者や障害者が入所する施設の職員や入所者を対象に，ＰＣＲ検査又は抗原 

検査を実施する。 

 

(2)  在宅障害者医療等提供体制確保事業  予算額：18,018千円 

   在宅の重症心身障害児（者）や，介護者等が感染した場合に，継続した医療的ケアや障害福祉

サービスの提供を行うための体制を整備する。 

 

(3)  障害福祉サービス提供体制確保事業  予算額：50,224千円 

   訪問によるサービス提供等，代替手段によりサービスを継続する場合の経費を補助する。 

 

(4)  障害福祉サービス事業所等デジタル技術導入支援事業  予算額：39,755千円 

   介護業務の負担軽減や，職場環境の改善を図るため，ICT・ロボット等の先端技術導入に係る

経費を支援する。 

 

 

  



 

■ 福祉医療費公費負担事業（単県）【一部新規】         
予算額 6,370,178 千円（R2 当初予算額 6,327,063 千円） 
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１ 目的 

  重度心身障害児（者）や乳幼児，ひとり親家庭等の児童の健康の維持と福祉の増進を図

る。 

  精神障害者については，医療，障害福祉・介護，住まいや就労等を包括的に支援する「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向け，公費負担医療制度である自立

支援医療（精神通院）とは別に，県・市町独自の通院医療費助成制度を創設し，再発・重

症化による再入院等の防止を図ることにより，地域生活への移行・定着を促進する。 

 

２ 事業内容  

  重度心身障害児（者），乳幼児，ひとり親家庭等，重度精神障害者に対して，市町が医療

費の自己負担分の一部を助成する事業について，その経費の一部を補助する。 

                                   （単位：千円） 

区 分 内   容 予算額 

重度心身障害児 

（者）医療費助成 

事業 

対象者 
〇身障手帳所持者（1 級～3 級） 

〇療育手帳所持者（マル A，A，マル B） 

4,021,589 所得制限 
〇本人（老齢福祉年金の規定準用） 

〇扶養義務者（特別児童扶養手当規定の準用） 

一部負担金 〇200 円（月額上限：入院 14 日,通院 4 日） 

乳幼児医療費 

助成事業 

対象者 〇0 歳児～就学前児童 

1,728,362 所得制限 〇旧児童手当特例給付の規定準用 

一部負担金 〇500 円（月額上限：入院 14 日,通院 4 日） 

ひとり親家庭等 

医療費助成事業 

対象者 
〇ひとり親家庭の父,母及び児童 

〇父母のいない児童 

521,621 所得制限 〇所得税非課税世帯 

一部負担金 〇500 円（月額上限：入院 14 日,通院 4 日） 

精神障害者地域包 

括ケア促進事業 

（通院医療費助成） 

【新規】 

対象者 
〇精神障害者保健福祉手帳所持者（１級） 

[自立支援医療受給者証（精神通院）所持するもの] 

98,606 所得制限 
〇本人（老齢福祉年金の規定準用） 

〇扶養義務者（特別児童扶養手当規定の準用） 

一部負担金 〇200 円（月額上限：通院 4 日） 

合  計 6,370,178 

 



 

■ 防災と福祉の連携による個別計画策定促進事業（単県）【新規】    
予算額 7,442 千円（R2 当初予算額 0 千円） 
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１ 目的 

  災害時に自ら避難することが困難な避難行動要支援者に対し，福祉専門職（介護支援専

門員，相談支援専門員）と地域住民（民生・児童委員，自主防災組織等）が協同して実効

性のある個別計画（避難計画）を策定することで，平時・災害時の切れ目のない包括的な

支援体制を構築する。 

 

２ 事業内容  

                                   （単位：千円） 

区 分 内    容 予算額 

地域モデル 

事業 

(２市町) 

○モデル市町を選定し，福祉専門職が参画して，最優先に対応す

べき者の個別計画を策定し，それに基づき避難訓練を実施でき

るよう，報酬等の財政支援，コーディネーター派遣等を実施 

 ・地域住民及び福祉関係者等による打合せ 

 ・地域住民向け福祉理解研修   

 ・ワークショップ    

 ・避難訓練 

 ・福祉専門職の防災知識の向上を図る研修 

  ・災害時視聴覚障害者支援リーダー養成  

 ・取組事例集（報告書）,要配慮者防災ガイドブック作成 等 

6,036 

地域の担い手

確保事業 

(全市町対象) 

○地域の避難支援者を増やすことを目的として，要配慮者支援ボ

ランティアリーダーを養成 
1,406 

合    計 7,442 

 


